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１.地区の概要
江良漁港は北海道日本海沿岸の渡島南西部に位置する第３種漁港(昭和26年６月29日指定)です。

本漁港は、松前大島周辺海域の好漁場で操業するイカ・マグロ等の沿岸漁業・ウニ等の磯根漁業の生
産拠点、同海域を往来する道内外の外来船の陸揚拠点及び避難拠点として重要な役割を担っています。
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属地陸揚量・金額の推移

属地陸揚金額属地陸揚量

漁港の港勢等
陸揚量は、主要魚種となるスルメイカの不漁により低迷していますが、その一方、地域で取り組んでいるウニ、コンブ、ホッケなどの蓄養
殖により一定の陸揚量及び金額が確保されており、近年は横ばい傾向で推移しています。

４

単位:百万円

資料：港勢調査
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５

港内静穏度対策

①南波除堤

④西護岸（改良）

⑤北護岸（改良）

⑥南護岸（改良）

⑦突堤

⑧防波堤（大澗）（改良）

⑨護岸（大澗）（改良）

⑩護岸（中）（改良）

⑪西防波堤（改良）

⑮ ②

①

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧
⑨ ⑩

⑪

⑬

⑭

⑯
⑱

⑰

⑫

⑲

魚価安定化対策

②北波除堤

③北護岸（防波）

⑫-3.5m泊地

⑮-3.0m岸壁（蓄養）

⑰道路

⑲用地

漁港の機能向上対策

⑬-3.0m岸壁

⑭-3.0m岸壁（改良）

⑯船揚場（改良）

⑰道路

⑱道路（改良)

２.事業概要

整備内容整備前

１）港内静穏度対策
（防波堤・護岸・突堤整備）

２）魚価安定化対策（蓄養水面整備）

３）漁港の機能向上対策
（岸壁・船揚場・道路整備）

（１）事業の目的

江良漁港が抱える諸問題を解決するため、下
記の対策について漁港施設を整備しました。

⑰



６

防波堤からの越波状況

港内静穏度が十分に確保されておらず、荒天時には漁船の損傷被害など危険な作業を強いられて
いました。
このため、防波堤や護岸、突堤の整備により、荒天時における港内の静穏域を確保し、漁船の被害
防止や避難船の受入れなどを可能とすることで、漁業活動の安全性向上を図ることとしました。

護岸からの越流状況[第２港区]

第１港区

第３港区 第２港区

防波堤・護岸の整備

防波堤・護岸の整備

突堤・護岸の
整備

港内静穏度が十分に確保されておらず
荒天時には船体損傷や危険な作業が発生

１）港内静穏度対策

船体損傷状況



蓄養水面の整備

第１港区
第３港区

第２港区

７

既存の陸上施設を
蓄養施設に活用

既存陸上蓄養施設
は、規模が小さく
必要量が蓄養でき
ないこと、水温・
水質管理にコスト
がかかること等か
ら、採算性の確保
が困難だった。

２）魚価安定化対策

陸上蓄養施設での蓄養状況

陸上蓄養施設での出荷状況

漁獲量の減少に伴い、漁獲物流通と漁業経営の安定を目指し、魚類の陸上蓄養に取り組んでいまし
たが、背後用地が狭く蓄養量の増加に対応ができない状況にありました。

このため、蓄養水面の整備を行うことで、新たな漁獲物（ウニ）の一時蓄養や出荷調整により、付加
価値の高い漁獲物を安定供給する体制を構築することとしました。



８

係留施設の不足や老朽化により、護岸への漁船係留や多層係留、上下架作業の重労働化など、非
効率かつ危険な作業を強いられていました。
このため、岸壁や船揚場の改良整備を行うことで、係留施設不足等を解消し、漁業活動の効率化や
安全性向上を図ることとしました。

岸壁・道路の整備
岸壁の整備

船揚場の整備

岸壁の老朽化状況

第１港区
第３港区 第２港区

多層係留による港内の混雑状況
船揚場の老朽化状況

３）漁港の機能向上対策



3.効果等の把握
（１）費用対効果分析の算定基礎となった要因変化
【事業計画の変更の内容】

９

前回評価（H23期中評価） 今回評価（R4完了後の評価） 変更内容

事業費 52.8億円 52.8億円 変更なし

整備期間 平成14年度～平成27年度 平成14年度～平成28年度 １年延伸

【計画事業費・事業期間の変更】

既定計画

減工施設（次期計画へ移行）

減工施設（取り止め）

【主な増加要因】（8.3億円増）
・西防波堤 約8.1億円増
・波除堤 約0.2億円増
【主な減少要因】（8.3億円減）
・-3.5m岸壁 約3.6億円減

(次期計画に移行)
・-4.0m岸壁 約0.8億円減

(次期計画に移行)
・-4.0m泊地 約1.0億円減

(取り止め)
・道路 約1.0億円減

(一部取り止め)
・その他施設 約1.9億円減

西防波堤

波除堤 -4.0m泊地

-4.0ｍ岸壁-3.5m岸壁
道路



１０

①西防波堤の改良断面の変更に伴う事業費の増加及び事業期間の１年延伸（8.1億円増）

港内静穏度向上を図るための西防波堤の改良は、既設胸壁及び消波ブロックの嵩上げを計画
していましたが、構造検討の結果、既設堤体及び胸壁の拡幅が必要となり、事業費が増加すると
ともに事業期間を１年延伸しました。

■主な事業費変更理由

【当初】 【変更】



①避難・救助・災害対策効果事例

（２）事業効果の発現状況

１１

■利用者の声
（松前町役場が荒天時に避難してきた外来船漁業者にヒアリング）

・桧山沖でイカ釣り操業中に突然の荒天に見舞われたことがあり、港内静
穏度の良い江良漁港に避難できて海難被害を免れたことがあります。

・第1港区に突堤が整備されてからは、港内の静穏度が非常に高まり、漁
船をより安全に係留することが可能になりました。

整備前 整備後

突堤整備による安全避難係留場所の確保

第１港区

第２港区 第３港区

江良漁港全景

安全避難係留エリア

１）定量的な効果

避難漁船

突堤

港内の擾乱状況

漁船の損傷・人的被害の回避

避難隻数（平均3隻）

避難隻数
整備前 ： ０隻 ➪ 整備後 ： ３隻

突堤の整備により、安全避難水域が確保されたことで、周辺海域を往来する漁船が本漁港へ
避難できることとなり、海難事故を回避することが可能となりました。

整備後

※第1港区安全
避難係留エリア
での避難実績

実績なし



■利用者の声（松前さくら漁協職員・所属漁業者）
・荒天時の越波が無くなり、漁船を安全に係留できるようになりました。
・第1港区の突堤の整備により港内の静穏度が向上し、荒天時の見回り作業
が軽減しました。
・越波による、漁船の損傷・損壊被害が無くなりました。

②主な水産物生産コストの削減効果事例

整備前 整備後

防波堤からの越波状況

警戒係留の状況 漁船の損傷状況

突堤整備による静穏域向上

越波防止による安全係留状況

第１港区突堤整備

１２

護岸嵩上げ整備

漁業活動の作業時間短縮

荒天時の見回り回数
・作業時間

整備前
回数 ： ４回

時間 ： 1.5時間/回

⇩
整備後
回数 ： １回

時間 ： 1.0時間/回

３回の見回り短縮
３０分の作業短縮

護岸嵩上げや突堤整備などにより、荒天時の警戒作業及び警戒時の見回りに要する時間が低
減されるとともに、漁船の損傷被害等が軽減され、漁業活動の安全性向上が図られました。



■利用者の声（外来船利用漁業者）
・係留施設の増設により、多層係留が解消され、係留作業に掛かる時間が短
縮しました。
・多層係留が解消され、着岸、離岸がしやすく、出入港がしやすくなりました。
・係留施設背後に道路も整備され、漁港内の移動がしやすくなりました。

③主な水産物生産コストの削減効果事例

整備前 整備後

防波堤に多層係留する外来船

係留施設への多層係留状況

岸壁増設による漁船の多層係留の解消状況

岸壁への改良整備
によるの安全係留状況

１３

漁業活動の作業時間短縮

係留にかかる
作業時間

整備前 ： ４０分

⇩
整備後 ： １０分
３０分の作業短縮

係留施設及び道路の整備により、多層係留が解消され、係留作業時間の短縮など、漁業活動
の効率化及び安全性向上が図られました。



実入りの悪いウニ(左)と
実入りの良いウニ(右)

整備前 整備後

実入りの悪い（軽い）ウニはその場で海へ戻していた

蓄養水面整備

１４

蓄養ウニの出荷作業状況

■利用者の声（松前さくら漁協職員・所属漁業者）
・実入りの少ないウニにコンブ等の餌を与えることで大きくして単価の高いウニ
の出荷が可能となりました。

・漁獲物をストックできることで出荷調整が可能となり、高単価で出荷できるよう
になりました。
・天候に左右されず出荷調整できるようになり、安定した経営に繋がりました。

・蓄養水面を活用してサクラマスの試験蓄養を行っており、様々な魚種での蓄
養の取組が可能となりました。

④漁獲物付加価値化の効果事例

蓄養ウニの実入り改善による単価向上

単価向上

ウニの単価
整備前：560千円/ﾄﾝ

（全体）

⇩
整備後：886千円/ﾄﾝ

（全体）
（養殖分：808千円/ﾄﾝ）
約1.4倍の単価向上

漁港内に蓄養水面を整備したことにより、新たな漁獲物（ウニ）の蓄養が可能となり、一時蓄養
による出荷調整など、漁獲物の生産性が向上し、安定出荷が図られました。



２）定性的な効果

松前さくら漁協のネット販売 松前マグロ祭りの様子
（マグロ解体ショー）

①陸揚げ環境の強化に伴う漁獲物のブランド化の推進

松前さくら漁協では、荒天時でも静穏性が確保された港内水域において蓄養したホッケをブラン
ド化する取組や松前沖で採れる近海マグロを“松前産”としてブランド化する取組などにより、販路
を道内外へ拡大し、漁業経営の安定に寄与しています。

海上生け簀での蓄養状況

蓄養ホッケのブランド化
（活〆・活魚で出荷）

１５
道の駅での水産物販売
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本事業により整備された施設は、漁港管理者である北海道に管理委託等を行い、適正に漁港の維
持、保全、運営その他の漁港の維持管理を行っています。

（３）事業により整備された施設の管理状況

（４）事業実施による環境の変化

騒音、振動、水質汚濁等の環境への影響を配慮して施工が行われており、事業実施による環境の
変化は生じていません。

（５）社会経済情勢の変化

主要漁業であるイカ釣りの不漁により漁獲量は減少傾向にありますが、ウニやホッケなどの蓄養に
よる安定出荷により漁業経営の安定化が図られています。また、松前町全体の人口は減少傾向にあ
るものの、漁港集落人口は横ばいで推移しており、近年は新規就業者もあることから、後継者も確保
されている状況にあります。

（６）今後の課題

本事業により、イカ等の沿岸漁業やウニ等の磯根漁業に対する生産拠点漁港として、漁業活動の
安全性向上、効率的かつ安定的な水産物の出荷体制の構築が図られました。しかし、水産物生産拠
点として衛生管理対策が不十分であるとともに、大規模地震発生時における水産物供給体制の確保
が図られていない状況にあります。
このため、平成29年度に新たな特定漁港漁場整備事業計画を策定し、屋根付き岸壁整備による衛
生管理対策、陸揚岸壁の耐震性能強化による防災対策を推進しています。また、小型漁船に対応し
た岸壁の整備等により、漁港利用の更なる効率化に取り組んでいきます。

１６



（７）事業の投資効果

①条件 基準年度：令和４年度 供用期間：50年
②費用便益比の算定

総費用(単純合計) 総便益(単純合計)

※端数処理のため、各項目の和は必ずしも合計とはならない

総費用(現在価値化後) 総便益(現在価値化後)

算定結果

整備施設 数量
事業費
（億円） 便益内容

便益額
（億円）

西防波堤（改良）

西護岸（改良）

護岸（中）（改良）

-3.0m岸壁（蓄養）

-3.0m岸壁（改良）

その他施設

158.0m

220.0m

216.0m

89.0m

100.0m

15.2

7.6

3.4

3.1

3.0

20.5

水産物生産コストの削減効果

漁獲物付加価値化の効果

漁業就業者の労働環境改善効果

生命・財産保全・防御効果

避難・救助・災害対策効果

58.5

0.2

0.1

6.0

96.9

合計 52.8 合計 161.7

総費用（C） 105.6億円 総便益（B） 123.7億円

費用便益比
（CBR）

B/C＝
便益の現在価値(B)

＝
123.7

＝1.17
費用の現在価値(C) 105.6

C＝Σ（社会的割引率×デフレータ×各年費用） B＝Σ（社会的割引率×各年便益）

・社会的割引率＝１／（１．０４）ｎ

ここに、ｎは基準年（R4）からの経過年数。
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③評価結果

前回評価
（H23期中評価）

今回評価
（R4完了後評価）

備考

事業費（億円） 52.8 52.8 維持管理費除く

整備期間
平成14年度～
平成27年度

平成14年度～
平成28年度

西防波堤整備に伴う延伸

年間便益算
定の根拠
データ

水産物生産コストの削減

効果
25隻 54隻 漁船耐用年数延長の隻数

漁獲物付加価値化の効果 2,875千円／年 460千円／年 魚種の販売金額

漁業就業者の労働環境

改善効果
52隻 35隻 船揚場の利用隻数

生命・財産保全・防御効果 14,397千円／年 19,457千円／年 漁船の損傷被害額

避難・救助・災害対策効果 5隻 3隻 避難隻数

総費用Ｃ(現在価値化後)
(億円)

58.3 105.6

総便益Ｂ(現在価値化後)
(億円)

83.5 123.7

費用便益比
(B/C)

1.43 1.17
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４.総合評価

本事業では、渡島西部圏域の生産拠点として重要な役割を担っている江良漁港において、港内

静穏度向上を図るための外郭施設の整備、漁業活動の効率化・安全性向上を図るための係留施

設や道路の整備、水産物の安定供給を図るための蓄養水面の整備を行いました。

貨幣価値化が可能な効果について、費用対効果分析を行ったところ、費用便益比は1.0を超えて

おり、経済効果についても確認されています。

また、貨幣価値化が困難な効果についても、蓄養水面が整備されたことによって、安定した水産

物の供給や直販体制が構築され、町内のイベントや「道の駅」への江良産の水産物を使用した食

事や加工品の提供が可能となり、水産業と観光産業の連携による地域活性化などの波及効果が

確認されています。

本事業は、江良漁港において漁業経営の安定及び地域経済の振興に寄与したものとなっており、

想定した事業効果の発現が認められ、費用対効果分析等の投資効果も確保されていることから、

本案を完了後の評価結果の案としてお諮りいたします。
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